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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期連結
累計期間

第47期
第１四半期連結
累計期間

第46期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） 834,485 833,4123,269,407

経常利益（千円） 103,745 37,980 280,108

四半期（当期）純利益（千円） 58,077 20,468 130,902

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
55,120 21,391　 135,347　

純資産額（千円） 2,157,3102,221,3392,239,080

総資産額（千円） 3,597,4883,705,0343,696,006

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
10.39 3.66 23.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 58.6 58.6 59.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第46期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第25号平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在
していないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当社の企業集団は、当社と子会社１社及び持分法適用関連会社３社で構成され、合成皮革の製造及び販売の単一セ

グメントを主たる業務としております。　

当社グループの製品の用途は多岐にわたりますが、最近の用途別売上高構成比率は次のとおりであります。

なお、前連結会計年度まで用途別の名称で表示されていた「衣料用」は、金額的重要性が乏しくなったため当第１

四半期連結累計期間より主要用途等の「その他」に含めて表示しております。　

区分 主要用途等　
　売上高構成比率

前第１四半期連結累計期間
平成23年３月期　

当第１四半期連結累計期間
平成24年３月期　

湿式合成皮革　

　 （％） （％）

家具・車輌用 　61.9 63.2

手袋用 　27.1 26.2

その他 　9.2 8.9

その他 溶剤（ＤＭＦ） 1.8 1.7

合計 100.0 100.0

（注）１．湿式合成皮革は織物・編物などの繊維素材上にポリウレタン発泡皮膜を積層したもので、加工中に大量の

水を使用することから「湿式」の名称がついております。　　　

　　　２．溶剤（ＤＭＦ）は、原材料（樹脂）に溶剤として含まれたＤＭＦを製造中に発生する廃液から回収精製装置

によって再生し、副産物として売却の対象としたものであります。

家具・車輌用：家具・車輌用の主要なマーケットは米国であり、レジャーボート、ＲＶ車、航空機等の内装用及びホテ

ル、レストラン、劇場などで使用されるコントラクト家具用として提供しております。また、国内マー

ケットへも一部応接セット用として販売しております。

手袋用　　　：ゴルフ手袋、野球用バッティンググローブ、ドレスグローブ、乗馬用手袋、作業用手袋の素材として販売し

ております。

その他　　　：主に婦人向け衣料、腕時計のケース及び宝石箱等の内外装材であります。

合成皮革の製造及び販売は当社で行っております。子会社である株式会社ディー・エス・シーは、米国デラウェア

州有限責任会社法（Delaware Limited Liability Company Act）に基づき設立された持分法適用関連会社

Ultrafabrics,LLCに対し、メンバー（持分参加者）として出資を行うための国内連結子会社であります。当社の

Ultrafabrics,LLCへの出資持分は15％でありますが、北米及び欧州において当社製品の一部を独占的に供給する契約

を締結していることから影響力基準により関連会社として持分法を適用しております。

またUltrafabrics,LLCは、欧州の販売窓口であるUltrafabrics Europe Ltd.と日本国内にそれぞれ100％所有子会社

であるウルトラファブリックス・ジャパン株式会社を保有しております。なお、ウルトラファブリックス・ジャパン

株式会社は当社の株式及び新株予約権を保有しております。

上記の概況について、事業系統図を示すと次のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）業績の概況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、本年３月11日に発生した東日本大震災や原子力発電所事故

により電力不足や放射能汚染等の風評被害が広がり国内企業の生産や輸出は大幅に減少いたしました。個人消費

も震災による買い控え傾向が顕著となり厳しい状況で推移しております。

このような状況下で当社は、環境対応型商品、防汚加工、研磨布等の研究開発や従来商品の品質改良を積極的に

進め、優れた商品の供給につとめております。しかしながら、震災の影響による供給電力問題や原材料価格の高騰

に加え、予想を大幅に上回る円高が当社の収益力を圧迫しており、厳しい状況で推移しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は8億33百万円（前年同四半期比0.1％減）、営業利益は16

百万円（前年同四半期比81.6％減）、経常利益は37百万円（前年同四半期比63.4％減）、四半期純利益は20百万円

（前年同四半期比64.8％減）となりました。

用途別売上の概況は、次のとおりであります。なお、前連結会計年度まで用途別の名称で表示されていた「衣料

用」は、金額的重要性が乏しくなったため当第１四半期連結累計期間より主要用途等の「その他」に含めて表示

しております。

① 家具・車輌用

　米国向けの自動車・トラック向けの需要が回復し、コントラクト・マーケット、ＲＶ、航空機等の需要も堅調に

推移しております。また、販路拡大の対象地域として注目していたＥＵ向けの需要も増加傾向にあるため、販売高

は好調に推移しております。

　この結果、家具・車輌用の売上高は5億26百万円（前年同四半期比1.8％増）となりました。

② 手袋用

　震災の影響により国内向けスポーツ手袋の販売は減少したものの、作業用手袋は上昇傾向にあります。海外向け

ゴルフ手袋・乗馬手袋等のスポーツ手袋用の需要は安定して推移いたしました。

　この結果、手袋用の売上高は2億18百万円（前年同四半期比3.2％減）となりました。

③ その他　

　海外向け衣料用は横ばいで推移したものの、国内衣料用は消費者の買い控えの影響を受けて低迷しております。

ケース用のスエードタイプ・ナッパタイプ（銀面調）は計画停電による生産量の減少が影響したため売上高が

減少しております。

　この結果、その他の売上高は73百万円（前年同四半期比3.5％減）となりました。

　

（2）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、14百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 27,200,000

計 27,200,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,800,000 6,800,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

1,000株　

計 6,800,000 6,800,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月１日～　

平成23年６月30日　
－ 6,800,000 － 415,500 － 240,120

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,209,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,583,000 5,583 －

単元未満株式 普通株式　　　8,000 － －

発行済株式総数 6,800,000 － －

総株主の議決権 － 5,583 －

　

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

第一化成株式会社
東京都八王子市明神

町三丁目20番６号
1,209,000 － 1,209,000 17.78

計 － 1,209,000 － 1,209,000 17.78

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、九段監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,562,066 1,655,071

受取手形及び売掛金 899,314 798,324

商品及び製品 144,014 192,946

仕掛品 26,812 20,705

原材料及び貯蔵品 58,295 71,253

繰延税金資産 40,149 40,255

その他 100,783 48,875

流動資産合計 2,831,437 2,827,432

固定資産

有形固定資産 541,303 542,044

無形固定資産 16,750 15,244

投資その他の資産 306,515 320,313

固定資産合計 864,569 877,602

資産合計 3,696,006 3,705,034

負債の部

流動負債

買掛金 284,062 372,545

1年内返済予定の長期借入金 360,960 660,960

リース債務 4,460 4,468

未払法人税等 106,816 3,915

賞与引当金 18,102 33,599

役員賞与引当金 10,000 3,000

その他 105,577 151,246

流動負債合計 889,979 1,229,734

固定負債

長期借入金 432,360 117,120

リース債務 2,937 1,814

退職給付引当金 91,646 93,329

役員退職慰労引当金 38,760 40,240

繰延税金負債 1,241 1,456

固定負債合計 566,946 253,960

負債合計 1,456,926 1,483,695
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 415,500 415,500

資本剰余金 240,120 240,120

利益剰余金 2,132,365 2,113,700

自己株式 △588,075 △588,075

株主資本合計 2,199,910 2,181,245

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,234 990

為替換算調整勘定 △11,099 △9,932

その他の包括利益累計額合計 △9,864 △8,942

新株予約権 49,035 49,035

純資産合計 2,239,080 2,221,339

負債純資産合計 3,696,006 3,705,034
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 834,485 833,412

売上原価 635,128 711,429

売上総利益 199,357 121,983

販売費及び一般管理費 108,459 105,287

営業利益 90,897 16,696

営業外収益

受取利息 109 7

受取配当金 1,194 1,259

仕入割引 6,045 6,692

持分法による投資利益 9,386 15,772

その他 973 775

営業外収益合計 17,709 24,507

営業外費用

支払利息 3,426 3,180

その他 1,434 43

営業外費用合計 4,861 3,223

経常利益 103,745 37,980

税金等調整前四半期純利益 103,745 37,980

法人税、住民税及び事業税 41,294 18,120

法人税等調整額 4,373 △608

法人税等合計 45,667 17,512

少数株主損益調整前四半期純利益 58,077 20,468

少数株主利益 － －

四半期純利益 58,077 20,468
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 58,077 20,468

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △15,743 △243

為替換算調整勘定 12,786 1,166

その他の包括利益合計 △2,957 922

四半期包括利益 55,120 21,391

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 55,120 21,391
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

持分法適用の範囲の重要な変更　

当第１四半期連結会計期間より、持分法適用関連会社であるUltrafabrics,LLCがUltrafabrics Europe Ltd.を設立し

たため持分法適用の範囲に含めております。　　

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理はありません。

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高　

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当第１四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 12,801千円 15,817千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費は、次の

とおりであります。　

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 20,202千円 18,496千円

　

EDINET提出書類

第一化成株式会社(E01061)

四半期報告書

12/16



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 27,952 ５  平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月24日

定時株主総会
普通株式 39,132 ７  平成23年３月31日 平成23年６月27日利益剰余金

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

当社グループは、合成皮革製品の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 10円39銭 3円66銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 58,077 20,468

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 58,077 20,468

普通株式の期中平均株式数（株） 5,590,406 5,590,406

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月５日

第一化成株式会社

取締役会　御中

九段監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 越智　敦生　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 光成　卓郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一化成株式会社の
平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年
６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸
表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一化成株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態及
び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な
点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告
書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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